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地方独立行政法人下関市立市民病院 平成２８年度 年度計画 

 

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置 

１ 医療サービスの向上 

（１）患者中心のチーム医療の充実 

・インフォームド・コンセント（説明と同意）については、患者が納得し

て治療を受けられるように十分に説明するとともに、患者・家族に寄り添

うよう看護師を中心とした医療従事者が同席し、意思決定について支援を

行う。 

・「医療安全管理マニュアル」により、患者の安全確保に万全の対応を行う

ことができるように、医療安全管理体制の充実に努める。 

・褥瘡チーム、感染管理チーム、呼吸ケアチーム、栄養サポートチーム（Ｎ

ＳＴ）、緩和ケアチームなど、専門スタッフがそれぞれの知識を持ち寄って、

総合的、専門的な診療を行うことにより、患者に最適な治療方針を検討す

る。特に、栄養サポートチームについては専従の資格者の配置を行う。 

・ＤＰＣに対応できるようクリニカルパスの見直しを引き続き行うととも

に、患者用パスの充実を図り、患者が標準的な治療を受けられるよう努め

る。 

・薬剤師による服薬指導及び持参薬による鑑別を積極的に行う。 

・患者が当院においてセカンドオピニオンを受けやすいよう周知を図る。 

・患者が相談しやすいように、医療対話仲介者の養成を行うなど、相談窓

口体制の充実に努める。 

 

指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

インフォームド・コンセント時

における医療従事者の同席率 

５０％ ８０％ 

クリニカルパス適用件数 ２，０００件 ２，０５０件 

栄養指導件数 ２，５７０件 ２，５２０件 

服薬指導件数 ５，２８０件 ６，９００件 

持参薬鑑別実施件数 ５，２００件 ５，４００件 

セカンドオピニオン対応件数 

（当院から他院へ） 

２０件 ２３件 

医療相談件数 ７，７００件 ８，０００件 
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（２）患者サービスの向上 

・患者満足度（ＣＳ）調査や院内意見箱「みんなの声」に寄せられた意見

などをもとに、ＣＳ推進委員会において対応策を検討する。 

・職員の接遇については、研修計画により効果的な教育を実施することで、

接遇・応対力の向上を図る。 

・緩和ケア病棟の開設に伴い、緩和ケアボランティア体制を構築し、患者

の家族との連携を図りながら、育成を図る。 

 

指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

患者さま満足度調査アンケート結果 ８８．５点 ９０点 

接遇研修参加率（委託業者含む） ２０％ ２５％ 

院内ボランティア登録数 ２７名 ４０名 

 

（３）急性期病院としての機能の充実 

・下関医療圏において策定される地域医療構想（ビジョン）に示される高

度急性期・急性期医療としての役割を果たし、ＤＰＣ対象病院としての診

療情報データの比較分析を行うことにより、医療の質の向上に努める。 

 

（４）医療スタッフの確保と専門性や医療技術の向上 

・新たな専門医制度による連携病院として、大学医局との連携強化を図り、

医師に選ばれる病院となるよう努める。 

・医療職の専門性を高めるため、医師、看護師、医療技術職員など医療ス

タッフを、院外の研修に積極的に参加させる。 

・市内、県内外の看護学校との連携を図り、看護実習受入施設としての機

能充実を図ることにより、引き続き新卒者の看護師の確保に努める。 

・認定看護師の育成については、引き続き計画的かつ戦略的に行うととも

に、職員が資格を取得する際には積極的な支援を行う。 

・薬剤師の病棟配置やＭＥ（臨床工学技士）の 24 時間体制に対応するよう、

医療技術員の確保に努める。 

・事務職員については、診療報酬や施設基準など専門性に特化した職員の

育成に努める。 

・治験については、倫理的、科学的及び医学的見地からの妥当性を十分調

査し、新薬の開発に貢献する。 
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指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

学会・研究会発表件数 １００件 １１０件 

共同研究件数（倫理委員会報告） ６件 ７件 

初期臨床研修医マッチング数 ２名 ４名 

認定看護師数 ９名 １０名 

 

（５）施設及び医療機器の計画的な整備及び更新 

・院内改築計画を着実に実行することにより、従前から課題であった施設

の問題点を解消する。 

・引き続き、老朽化した医療機器を計画的に整備・更新することにより、

医療の質を高める。 

 

（６）救急医療の取組み 

・医師等の人的資源を確保し、輪番制による当番日はもとより、当番日以

外の日においても断らない救急体制の整備に努める。 

・小児科においても医師の確保に努め、市民のニーズが高い小児救急の維

持に努める。 

 

指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

救急車搬送受入件数 ２，５００件 ２，５６０件 

救急患者数 ７，２００名 ７，３８０名 

当番日における受入不能症例件数 ３０件 ０件 

 

（７）予防医療の充実 

・健診センターの実施体制を充実させ、企業健診や人間ドックなどを積極

的に受け入れることにより、予防医療の充実に努める。 

 

指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

健診件数（人間ドック含む） ２，２００件 ３，３００件 

禁煙外来受診者数 ４０名 ７０名 

糖尿病教室参加者数 １８０名 ４００名 

フットケア外来受診者数 － ５０名 
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２ 地域医療への貢献と医療連携の推進 

（１）高度医療の充実 

・高度医療機器の更新については、将来に亘る計画を明確にし、効率的か

つ効果的に実施する。 

・市民のニーズが多い新生物系（悪性腫瘍など）、循環器系や筋骨格系の疾

病について、市民病院としての高度医療に取り組む。 

 

指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

手術件数 ２，７００件 ２，７７５件 

冠動脈形成術（PCI）実施件数 １１５件 １２０件 

消化管内視鏡治療件数 ４００件 ４００名 

外来化学療法実施件数 １，５００件 １，８００件 

放射線（リニアック）治療件数 １５０件 ２００件 

 

（２）がん医療の充実 

・がん専門相談員の育成に努め、がん患者に対しての相談体制の充実を図

る。 

・緩和ケア病棟の活用により、治療中の患者の苦痛を和らげることのでき

る環境を整える。 

・市民公開講座等を開催することにより、引き続きがんに関する情報の発

信に努める。 

 

指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

院内がん登録件数 ５００件 ５００件 

悪性腫瘍手術件数 ３５０件 ４００件 

化学療法延べ患者件数（ホルモン

療法除く） 

４００件 １，０００件 

放射線治療延べ患者数 １８０件 ２００件 

がん相談件数 ５９０件 ６００件 

 

（３）地域の医療機関との連携強化 

・地域医療連携室の機能充実を図り、紹介患者が当院にかかり易い環境の

整備に努めるとともに、入院患者が在宅や地域の医療機関にスムーズに退

院できるよう相談窓口の充実に努める。 
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・地域連携クリニカルパス（大腿骨頚部骨折・脳卒中）を活用し、病診連

携に努める。 

・年度内の地域医療支援病院の承認を目指すとともに、地域の医療機関が

共同して施設を利用できる体制の整備を行う。 

 

指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

紹介率 ５０％ ５０％ 

逆紹介率 ７０％ ７０％ 

地域連携診療計画書管理料算定件数 

（脳卒中） 

（大腿骨頚部骨折） 

 

３５件 

１００件 

 

９６件 

１２０件 

奇兵隊ネット
利用件数 ４００件 ４２０件 

 

（４）へき地医療への支援 

・へき地（蓋井島）への医師派遣を継続するとともに、市立豊田中央病院

と連携を図り、へき地医療への支援を積極的に行う。 

 

３ 法令の遵守と情報公開 

（１）法令と行動規範の遵守 

・市立病院として、医療法を始めとする関係法令を遵守するため、法人と

してのコンプライアンス推進指針により法人職員（委託業者を含む。）全員

に徹底する。 

 

（２）情報の開示 

・診療録（カルテ）等については適正に管理するとともに、個人情報の保

護については、電子カルテなど電子媒体によるものはもとより、電子カル

テ移行前の紙カルテについても万全を期す。なお、開示請求があった場合

には、下関市個人情報保護条例に準じた規程により適切に対処する。 

・情報公開については、下関市情報公開条例に準じた規程により適切に対

処する。 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 運営管理体制の構築 

・診療報酬の改定や患者の意向調査などを踏まえた経営戦略を実行するた
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め、経営企画部門の体制を強化する。 

・法人経営にかかる決定機関である理事会に経営情報を集約することによ

り、理事長のリーダーシップの下、中・長期的な観点から重要事項の意思

決定を行う。 

２ やりがいを持てる人事・給与制度等の整備 

・医師人事評価制度については、勤務態度や業務実績などに応じた評価が

されるような働きがいのある制度とするよう制度の見直しを行う。 

・医師以外の職員についても、評価と昇任・昇格を連携するなど、年齢や

勤続年数にとらわれない人事評価制度を確立する。 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

１ 収入の確保 

・地域医療連携室を中心に病床管理を効率的に行うことにより、病床利用

率の向上を図る。 

・引き続き医療事務経験者をプロパー職員として採用することにより医事

業務の専門化を図るとともに、委託業者との連携を密にすることにより診

療報酬の請求漏れや査定による減額の防止を図る。 

・弁護士による未収金回収委託の拡充を図ることにより、抑止力として未

収とならないような対策を講じる。 

 

指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

病床利用率 ６３．８％ ６５％ 

入院診療単価 ５８，７００円 ５９，０００円 

外来診療単価 １４，８００円 １５，９００円 

査定率 ０．４０％ ０．２０％ 

返戻率 １．７０％ １．６５％ 

専門業者への委託による未収金回収率 ２８％ ３０％ 

 

２ 効率的、効果的な業務運営の確立 

・委託業務については、業務の評価を行うとともに有効的に活用し、業務

の適正な執行を図る。 

・診療材料などの購入にあたっては、引き続きベンチマークを活用するこ

とにより、価格交渉の徹底を図り費用の削減を図る。 
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指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

医薬品経費削減率 １２．６％ １３．０％ 

診療材料経費削減率 ３０．６％ ３３．０％ 

 

第４ その他業務運営に関する重要事項を達成するためにとるべき措置 

１ 災害及び感染症流行時等における対応 

・災害拠点病院として、平時より県内の他災害拠点病院及び市消防本部と

連携を密にし、災害訓練に参加するとともに、災害発生時には迅速かつ効

果的に災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派遣を行う。 

・第二種感染症指定医療機関として、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律により入院が必要な感染症患者を受け入れるととも

に、新型インフルエンザ等の感染症の流行時においては、市の要請に応じ

迅速な対応を行う。 

 

２ 医療の普及啓発及び情報発信 

・市民公開講座や市民の保健室の開催など、市立病院として市民が必要と

している医療に関する情報の普及啓発に努めるとともに、ホームページを

充実し、市立病院として市民にも医師、看護師などにも選ばれる病院とな

るようＰＲを積極的に行う。 

 

指  標 ２７年度見込 ２８年度計画 

市民公開講座開催件数 ４回 ４回 

市民の保健室来院者数 ２７０名 ２７０名 
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第５ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

（単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

  営業収益 ９，０８２ 

 医業収益 ８，５９５ 

運営費負担金収益 ４６４ 

その他営業収益 ２３ 

営業外収益 ６９ 

 運営費負担金収益 １３ 

その他営業外収益 ５６ 

資本収入 １，３９１ 

 運営費負担金 ４４６ 

長期借入金 ９３４ 

その他資本収入 １１ 

計 １０，５４２ 

支出 

 営業費用 ８，８２１ 

 医業費用 ８，６５９ 

 給与費 ４，８２４ 

材料費 ２，４１３ 

経費 １，３８３ 

研究研修費 ３９ 

一般管理費 １６２ 

営業外費用 ２２ 

資本支出 １，６８９ 

 建設改良費 ９３４ 

償還金 ７３８ 

その他の資本支出 １７ 

計 １０，５３２ 

（注記） 

 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているので、合計とは一致しないものが

ある。  
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２ 収支計画 

                           （単位：百万円） 

区      分 金  額 

収益の部 ９，６１５ 

  営業収益 ９，５４９ 

 医業収益 ８，５８４ 

運営費負担金収益 ９２１ 

補助金等収益 ２３ 

資産見返補助金戻入 ２１ 

営業外収益 ６６ 

 運営費負担金収益 １３ 

その他営業外収益 ５３ 

臨時収益 ０ 

費用の部 ９，５００ 

 営業費用 ９，２５１ 

 医業費用 ９，０９０ 

 給与費 ４，８７７ 

材料費 ２，２６７ 

経費 １，２９６ 

減価償却費 ６１３ 

研究研修費 ３７ 

一般管理費 １６１ 

営業外費用 ２４９ 

臨時損失 ０ 

純利益 １１５ 

目的別積立金取崩額 ０ 

総利益 １１５ 

（注記） 

 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているので、合計とは一致しないものが

ある。 
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３ 資金計画 

                           （単位：百万円） 

区      分 金  額 

資金収入 １０，５９２ 

  業務活動による収入 ９，１５１ 

 診療業務による収入 ８，６１８ 

運営費負担金による収入 ４７７ 

その他の業務活動による収入 ５６ 

投資活動による収入 ４５７ 

 運営費負担金による収入 ４５７ 

その他の投資活動による収入 ０ 

財務活動による収入 ９３４ 

 長期借入れによる収入 ９３４ 

その他財務活動による収入 ０ 

前年度からの繰越金 ５０ 

資金支出 １０，５３３ 

 業務活動による支出 ８，８６０ 

 給与費支出 ４，９８６ 

材料費支出 ２，４１３ 

その他の業務活動による支出 １，４６１ 

投資活動による支出 ９３４ 

 有形固定資産の取得による支出 ９３４ 

その他の投資活動による支出 ０ 

財務活動による支出 ７３９ 

 長期借入金の返済による支出 ２２０ 

移行前地方債償還債務の償還による支出 ５１９ 

その他の財務活動による支出 ０ 

次年度への繰越金 ５９ 

（注記） 

 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているので、合計とは一致しないものが

ある。 
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第６ 短期借入金の限度額 

１ 限度額    １，０００百万円 

２ 想定される短期借入金の発生事由 

   退職手当及び賞与の支給等、一時的な多額の出費への対応 

 

第７ 地方独立行政法人下関市立市民病院の業務運営等に関する規則で定める

業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画           （単位：百万円） 

施設及び設備の内容 予 定 額 財  源 

医療機器整備 ５００ 下関市からの長期借

入金等 院内改築 ４３４ 

 


